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射水市観光交流センター指定管理者募集要項 

 

Ⅰ　施設の概要 

１　名称 

射水市観光交流センター（建物名称：クロスベイ新湊） 

 

２　所在地 

射水市本町二丁目１０番３０号 

 

３　設置目的・管理運営方針等 

観光交流センター（以下、「センター」という。）は、射水ベイエリアの新たな観光交流拠

点として本市の魅力発信及び市民と観光客との交流の場を創出し、観光振興及び地域活性化

を図るため、設置された施設です。 

管理運営方針等は、仕様書に記載のとおりです。 

 

４　施設の概要 

 建物の構造 鉄骨造３階建

 建築年 令和２年（2020 年）建築

 敷地面積 12,177.740 ㎡　※臨時駐車場は含みません。

 建物面積 2,293.83 ㎡（公共施設及び共用部分） 
 
※建物は大和リース㈱、射水ケーブルネットワーク㈱、射水商工会議所の３者が区

分所有しています。記載の建物面積には、射水ケーブルネットワーク㈱、射水商工

会議所所有部分は含みません。 
※公共施設部分及び共用部分は、大和リース㈱と市で定期建物賃貸借契約を締結

し、公共施設として使用しています。

 施設内容 ＜１階＞ 

受付、エントランスホール、ロビー、バス待合コーナー、クロスポ

ート（多目的休憩スペース）、子ども用ボルダリング設備、学習コー

ナー、トイレ（男１か所、女１か所、多目的２室）、授乳室、飲食店、

シェアキッチンＡ、シェアキッチンＢ、コミュニケーションスペー

ス 
※飲食店は、射水商工会議所、射水ふるさと物産㈱、市の３者で協定を締結し、射

水ふるさと物産㈱が管理しています。 
 

＜２階＞ 

コンベンションホール、ロビー、喫煙室、トイレ（男１か所、女１

か所、多目的２室）、授乳室、パントリー 
※パントリーは、新湊観光開発㈱と市で建物転貸借契約を締結し、新湊観光開発㈱

が管理しています。 
 

＜屋上＞ 
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５　設備・備品の内容 

仕様書別表１のとおり 

 

６　利用状況等 

過去の利用者数、利用料金収入 

 

Ⅱ　募集に関する事項 

１　募集の趣旨 

　賑わい創出及び地域の活性化を図るため、施設の有効活用をより重視した管理運営を行う

ことを目指し、「射水市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例」（平成１８

年射水市条例第３号。以下「条例」という。）に基づき、指定管理者候補者を選定するため

の公募を行います。 

 

２　条件等 

⑴　申請資格（指定管理者に求める資格・要件） 

申請することができるのは、次の要件を満たす法人その他の団体とします。 

①　指定期間中、安定的に管理運営することが可能なノウハウや実施体制、経営基盤が確保さ

れている法人その他の団体であること（法人格の有無は問いませんが、個人による申請は

できません。）。 

②　申請する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては理事、

その他の法人等にあってはこれらに相当する職であるもの。以下同じ。）が、次のア～カ

のいずれにも該当しないこと。 

ア　破産者で復権を得ない者又は会社更生法若しくは民事再生法に基づく更生若しく

は再生手続中の者 

イ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2号に規定する暴力団

 展望テラス、東屋 
 

＜屋外エリア＞ 

パーゴラ、展望パーゴラ、展望階段、クロスロード（屋外歩行者大通り）、 
 

＜敷地内駐車場＞ 

駐車場（カーゲート有り）、バス乗降場、タクシー・バス停車場、緑

化ブロックスペース 
 

＜臨時駐車場＞　※射水市本町一丁目地内　847.19 ㎡ 

駐車場

 年度 令和５年度 令和６年度

 利用者数 ２８９，０８７人 ２６４，０３０人

 利用料金収入 ８，２２６，０００円 ８，１１６，４００円
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又は同条第６号に規定する暴力団員 

ウ　市税等を滞納している者 

エ　地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる　　　　　

者 

オ　本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は

公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために談合した者で、その事実

があった後２年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使用人とし

て使用する者 

カ　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消さ

れ、その取消しの日から起算して２年を経過しない者 

③　申請する法人等の役員が次に掲げるア、イのいずれにも該当しないこと。 

ア　民法第２０条第１項に規定する制限行為能力者（成年被後見人、被保佐人、被補助

人又は未成年者） 

イ　禁錮以上の刑に処せられている者（執行猶予中の者を含む。） 

④　別紙「公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について」の排除措置の該当

事項に該当しないこと。 

※　共同体で申請する場合、すべての構成員が上記の全要件を満たす必要があります。 

※　指定管理者として指定された場合、申請の時点から指定管理期間の満了時まで継続

して上記の要件を満たしている必要があります。 

 

⑵　指定管理者が行う業務の範囲・内容（詳細は別添業務仕様書参照） 

　①　センターの維持管理に関する業務 

②　センターの使用の許可等に関する業務 

③　センターの使用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務 

④　その他別添業務仕様書に記載する業務 

 

⑶　管理の基準 

①　休館日　　　１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

②　開館時間　　午前９時から午後９時３０分まで 

③　管理の基準に関する提案について 

上記①、②で定める管理の基準を上回る基準（開館時間の延長等）で、公の施設を管

理することを希望する場合は、その内容を提案してください。この場合、提出いただく

資料（事業計画書等）は提案いただいた管理の基準で管理することを前提に作成してく

ださい。ただし、この場合においても、市が支出する当該公の施設の管理に係る経費（以

下「指定管理料」という。）は(5)で定める指定管理料の上限額の範囲内とします。 

④　関係法令等の遵守 

　地方自治法等関係法令、射水市観光交流センター条例（令和２年射水市条例第１８号）

等を遵守し、適正な管理を行う必要があります。 

⑤　適切な個人情報の取扱い 
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指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱いに十分

留意し、保護を図るために、射水市個人情報保護条例（平成１７年射水市条例第２１号）

に基づき、必要な措置を講ずる必要があります。 

　　　⑥　業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせること

はできません。ただし、業務の一部については、事前協議書を市に提出し、市の承認が

得られれば、委託することができます。 
なお、施設の使用許可及び利用料金に関する業務については、第三者へ委託するこ

とはできません。 

　　　⑦　守秘義務 

指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏らし

たり、自己の利益のために使用したりすることはできません。指定期間が終了した後も

同様とします。 

　　　⑧　情報公開 

指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提供の申

出があった場合のために、射水市情報公開条例（平成１７年射水市条例第２０号）に基

づき、必要な措置を講じるよう努める必要があります。 

 

⑷　指定期間 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで（３年間） 

※　指定期間途中で、市の政策等により施設が廃止となる場合、施設の廃止日をもって指

定期間は満了することとします。その場合、市には違約金等の支払い義務は発生しない

ものとします。 

 

⑸　管理に係る経費 

①　指定管理料の上限額　令和８年度～令和１０年度　（単位：千円、税込） 

・　申請に当たっては、上記の上限額の範囲内で年度ごとに指定管理料を提案してくだ

さい。 

・　上記の上限額には、公の施設に係る修繕費は含みません。 

・　上記の上限額は、管理に係る経費の総額から利用料金収入見込額を控除した額とな

っています。 

※　指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、指定管理料の上限

額及び年度協定で定める額について、市と指定管理者の協議の上、所要の変更を行うも

のとします。 

 

（参考）指定管理料の上限額　　　　　　　　　（単位：千円、税込）　　　　　　　　　　　　　

 年額　　　　　　　　　合計

 
指定管理料の上限額 28,360 千円 85,080 千円
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（参考）過去の管理に係る経費（修繕費を除く。）　　　　　　　（単位：円、税込） 

　　　　　※　職員人件費及び共済費を除きます。 

　　　②　指定管理料の支払方法 

          　年間の指定管理料は、原則として４回に分けて支払います。 

　　　　　　なお、支払時期や方法については、別途締結する年度協定書で定めます。 

　　　　　　また、社会経済情勢の変化等に伴い、指定管理者から支払月の変更の申出があった

場合は、協議の上、支払月を変更することができるものとします。 

※　指定管理者の自主的な経営努力を促す観点から、指定管理料に余剰金が生じても、

原則として精算は行いません。ただし、新設施設で経費や収入の正確な見積もりが困

難な場合や、経費が大きく増減することが見込まれる場合は、あらかじめ市と指定管

理者の協議の上、精算を行うことができるものとします。 

　　　③　修繕費について 

・　修繕費は、年額４０２，０００円（税込）です。 

・　指定管理者が管理する公の施設に係る修繕のうち、１件税込２０万円未満の修繕

については、原則として指定管理者が行うこととします。 

　　なお、１件税込２０万円以上の修繕については、市で執行することとします。 

・　年間の修繕費については、４月に支払いますが、年度終了後に精算し、不用額が生

じた時は、市の指定する方法で返還するものとします。 

※　指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、修繕費の上限額

及び年度協定で定める額について、市と指定管理者の協議の上、所要の変更を行うも

のとします。 

 

 年額

 管理に係る経費の総額（a） 35,660 千円

 利用料金収入見込額(b) 7,300 千円

 指定管理料の上限額（a-b） 28,360 千円

 年　度 令和５年度 令和６年度

 管理に係る経費 5,829,170 円 6,081,946 円

 支払月 ４月 ７月 １０月 １月

 支払額 指定管理料の３０％ ２０％ ３０％ ２０％
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（参考）過去の修繕の件数（１件２０万円未満、税込） 

④　留意事項 

指定期間における指定管理料の上限額は、災害等不測の事態の発生など、特段の事情

がある場合を除き、原則として増額しません。 

 

（備品購入について） 

公の施設の備品（射水市物品管理規則第３条第１項第１号に規定する備品）について

は、市で購入することとします。 

なお、指定管理者が公の施設の管理に当たって、自らの経費で調達した備品を設置し

ようとする場合は、事前協議書を市に提出し、市の承認を得る必要があります。ただし、

指定期間の満了時等においては、条例第９条の規定に基づいて原状に回復する必要があ

ります。なお、原状回復義務について市の承認を得た時は、この限りではありません。 

指定管理者は、射水市に帰属する備品について、処分等を行う必要がある場合は、市

と事前に協議することとし、当該物品の異動があったときは、その都度、市に報告する

ものとします。 

 

（経理について） 

　　指定管理者は、指定管理業務に係る資金の収支については、他の会計とは区分して経

理し、独立した口座により管理することとします。 

 

⑹　利用料金制について 

センターについては、地方自治法２４４条の２第８項の規定に基づく利用料金制を採用

します。 

利用料金は、射水市観光交流センター条例第１９条の規定により、条例の別表で定める

金額の範囲内において指定管理者が市長の承認を受けて定め、徴収した利用料金について

は、指定管理者の収入とします。また、自主事業等による収入についても、指定管理者の

収入となります。 

令和８年度から令和１０年度までの年間利用料金収入見込額は 7,300 千円／年としま

す。 

 

⑺　指定管理者と市とのリスク分担 

市と指定管理者とのリスク分担は、原則として次表に定めるとおりとします。 

なお、次表に記載のない事項については、市と指定管理者で協議することとします。 

 年　　度 令和５年度 令和６年度

 件　　数 13 件 12 件

 支　出　額 398,320 円 399,168 円

 

主な修繕内容

・駐車場精算機 

・ホール音響 

・カラスの巣撤去

・駐車場精算機 

・クロス補修 

・トイレ扉
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    ※１　指定管理者が、施設内で自主事業を実施する場合等、市が加入している「市民総合賠

償保険」の対象とならない事項については、必要に応じて、指定管理者自身で必要な

保険に加入してください。 

※２　施設運営に重大な影響を与えるような物価変動があった場合は、指定管理者と市で協

議して決定するものとします。 

※３　利用者の減少が、新たな感染症の流行等、不可抗力による場合は、指定管理者と市で協議

して決定するものとします。 

 

なお、指定管理者が故意又は過失により利用者に損害を与えた場合において、市がその

損害を賠償したときは、国家賠償法の規定により、指定管理者に対して求償権を行使する

ことがあります。 

 

⑻　定期報告書（月報）の提出 

指定管理者は、毎月終了後、市へ定期報告書を提出する必要があります。 

①　報告書の記載内容 

ア　施設の管理状況に関する事項 

イ　施設利用者数や利用料金収入額等施設の利用状況に関する事項 

ウ　自主事業の実施状況や管理に係る収支状況等その他必要な事項 

②　提出期限 

　毎月１０日まで 

③　提出方法等 

 項　　目 指定管理者 市

 施設の通常の維持管理・運営 ○

 施設内の設備・備品の維持管理 ○

 施設、備品の小規模な修繕（１件２０万円未満） ○

 施設、備品の大規模な修繕（１件２０万円以上） ○

 指定管理者が自ら調達した備品の修繕等 ○

 施設に係る火災保険への加入 ○

 施設に係る損害賠償保険への加入※１ ○ ○

 物価変動に伴う経費の増加　※２ ○

 不可抗力に伴う経費の増加 ○

 利用者の減少に伴う収入の減少（利用料金制導入施設）※３ ○

 利用者等への

損害賠償

指定管理者に帰責事由があるもの ○

 市に帰責事由があるもの ○

 個人情報の漏洩（指定管理者の故意又は過失によるもの） ○

 自主事業運営に関するもの ○

 集客事業の企画運営に関するもの ○
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　観光まちづくり課へ１部提出 

 

⑼　事業報告書（事業年度報告書）の提出 

指定管理者は、条例第 7条の規定に基づいて、毎事業年度終了後、事業報告書を提出す

る必要があります。 

①　報告書の記載内容 

ア　センターの管理業務の実施状況に関する事項 

イ　センターの利用の状況に関する事項 

ウ　センターの利用料金収入の実績に関する事項 

エ　その他センターの管理業務に係る経費の状況に関する事項 

オ　業務状況評価の実施に関する事項（「⑽業務状況評価」参照） 

②　提出期限 

　毎年度終了後、１か月以内　 

③　提出方法等 

　観光まちづくり課へ１部提出 

 

⑽　業務状況評価 

市では、指定管理者制度導入施設に係るモニタリングを実施しています。 

指定管理者は、利用者アンケート等による業務状況評価を実施し、その結果を事業報告

書に記載してください。 

市は、毎年度終了後に指定管理者から事業報告書の提出を受けた後、施設の管理運営状

況について評価を行い、その結果を公表します。 
また、年に 1回以上実地調査を行うほか、必要に応じて当該管理業務又は経理の状況に

関し報告を求め、必要な調査や指示をする場合がありますので、指定管理者はこれらの必

要な調査等に協力するものとします。 

 

⑾　監査委員による監査 

市の監査委員が必要であると認めるときは、指定管理者によるセンターの管理に係る出

納関連の事務について、監査する場合があります。 

 

⑿　施設管理の継続が適当でない場合における措置 

①　指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

　上記(10)の市による指示に従わない場合、指定管理者が指定期間内に指示事項を改

善することができなかった場合、又は指定管理者による施設管理の継続が適当でない

と認められる場合は、市は地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理

者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずること

ができます。 

②　指定が取り消された場合等の損害賠償 

前記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止され
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た場合、指定管理者は、指定取消し等によって生じた損害について、市に賠償するもの

とします。 

③　不可抗力等による場合 

不可抗力その他指定管理者及び市の責めに帰すことができない事由により、事業継

続が困難となった場合は、施設管理の可否について両者協議の上、市は、指定管理者の

指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができるものとします。 

 

⒀　保険の加入 

指定管理者は、自らが負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入するものとし

ます。 

　　なお、保険に加入した場合は、保険契約及び保険証書の写しを当該保険の契約締結後、

速やかに提出してください。保険契約を更新又は変更した場合も同様とします。 

①　火災保険 

　　　　　建物所有者において、火災保険に加入します。また、市は屋外エリアの工作物等につ

いて建物総合損害保険に加入し、保険料を支払います。ただし、指定管理者の責めに帰

すべき理由により市が損害を受けたときは、その賠償について請求するものとします。 

　　　②　賠償責任保険 

　　　　　市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」の平成２３年度制度改正によ

り、すべての指定管理者を当該保険の被保険者としてみなすことができるようになりま

したが、指定管理者の自主事業による活動は対象外となります。そのため、指定管理者

独自で保険に加入するなど、指定管理者による損害賠償の履行を確保する必要がありま

す。その他、指定管理期間中に必要な保険については、適宜指定管理者自身で加入して

ください。 

　　　　（全国市長会市民総合賠償補償保険の補償内容） 

 

⒁　指定管理者による自主事業等の提案 

①　自主事業の実施 

　　指定管理者は、施設の管理運営業務以外に、自らの経費で自主事業を実施することが

できます。ただし、実施できる事業は、「自主事業に関する提案書」を市へ提出し、市の

承認を得たものに限ります。 

　　なお、自主事業を実施する場合には、次の点に留意してください。 

・　自主事業の内容が、センターの設置目的に沿ったものであること。 

　　・　事業の実施に当たって、他の利用者の支障とならないこと。 

　　・　市が支出する指定管理料を自主事業に要する経費に充当することはできないこと。 

　　・　参加者に参加料を求める場合は、その額が適正なものであること。 

・　自主事業を行う場合においても、施設の利用料金は利用料金収入として計上し、

 
身体賠償

１名につき        　　１億円 

１事故につき    　  １０億円

 財物賠償 １事故につき　　２,０００万円
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それ以外の収入は自主事業収入として指定管理者の収入とすること。 

・　自主事業の経理は、指定管理業務と区分して経理すること。 

②　自動販売機の設置 

指定管理者は、自主事業として、施設内に自動販売機等を設置することができます。

「自主事業に関する提案書」に設置台数、設置場所、収支見込等を明記し、提案してく

ださい。 

 

 ⒂　施設の優先使用 

①　本市における公の施設は、災害発生時において、避難場所、物資集配拠点等として重

要な役割を担うことが想定されています。災害時に市が緊急に避難場所としてセンタ

ーを使用する必要があると認めるときは、指定管理者は市の指示に基づき、優先して避

難者を受け入れてください。 

②　センターは、地域公共交通「べいぐるん」、観光モビリティ「べいかーと」及び「べ

いとらいく」の乗降場所として優先使用することとします。 

 

３　応募・選定手続 

⑴　募集要項等の配布 

募集要項等の関係書類は、下記のとおり直接配布するほか、本市ホームページからダウ

ンロードできます。 

①　配布期間 

令和７年９月１日（月）から令和７年９月３０日（火） 

②　配布場所 

射水市産業経済部観光まちづくり課観光振興係 

〒934-0011　射水市本町二丁目１３番１号 

 

⑵　申請方法 

①　提出書類 

　申請に当たっては、以下の書類を提出してください。 

なお、必要に応じて追加資料を提出いただく場合があります。 

ア　申請書（様式第１号） 

イ　事業計画書（様式第２号） 

ウ　収支計画書（様式第３号の１、第３号の２） 

エ　自主事業に関する提案書（様式第４号） 

オ　集客事業に関する提案書（様式自由） 

カ　誓約書（様式第５号） 

キ　代表者等の名簿 

（｢射水市の公の施設の管理の業務から暴力団排除に関する合意書の取扱要領｣に基

づき、代表者・役員の役職、氏名、住所、生年月日を記載した名簿を提出してくだ

さい。） 
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ク　定款又は法人などの概要を記載した書類 

ケ　法人の登記事項証明書（法人登記を行っていない団体は不要） 

コ　申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書並びに財産目録、貸借対照 

表及び損益計算書又は収支計算書（申請日が前事業年度の終了の日の翌日から３か月 

を経過する日前であって、前事業年度の書類を作成していないときは、前事業年度の 

直前２事業年度のこれらの書類） 

サ　申請日の属する事業年度の事業の計画及び損益の状況の見込又は収支の見込みを 

明らかにする書類 

シ　納税したことを証明する書類（滞納がないことを証明する書類） 

ス　共同体として申請する場合は、共同体の構成団体及び代表者、協定書、役割分担、 

業務実施体制、責任分担が明らかとなる書類 

※　共同体の場合は、キ～サに関する書類をその全構成員について提出すること。 

 

②　提出部数 

　正副各１部 

③　提出先及び提出方法 

以下の提出先に持参又は郵送で提出してください。郵送の場合は、書留郵便により期 

限まで必着とします。電子メール、ＦＡＸでの提出は認めません。 

（提出先） 

射水市産業経済部　観光まちづくり課　観光振興係 

〒934-0011　射水市本町二丁目１３番１号 

④　受付期間 

令和７年９月１日（月）午前９時から令和７年９月３０日（火）午後５時まで 

⑤　申請書類に係る著作権 

（指定管理者候補者選定までの著作権） 

　申請書類に著作権の対象となるものがある場合の著作権は、申請者に帰属します。 

ただし、市は、指定管理者候補者の選定に必要な場合は、申請書類の内容を無償で使

用できるものとします。 

（指定管理者候補者の選定後の著作権） 

　指定管理者候補者に選定された申請者の申請書類に著作権がある場合の著作権は、

指定管理者候補者に選定された時から市に帰属し、指定されなかった申請書類の著作

権は申請者に帰属します。 

⑥　その他留意事項 

・　同一の公の施設に複数の申請をすることはできません。 

・　申請書提出後は、申請書の内容の変更、再提出及び差替えを認めません。 

・　申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 

・　申請に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

・　提出された書類は返却しません。 

・　提出された書類は射水市情報公開条例の対象となり、同条例の規定に基づいて個
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人・法人に関する情報等不開示とすべき箇所を除き、開示することがあります。 

（共同体による申請に関する事項） 

　複数の法人等で構成する共同体（以下「共同体」という。）も申請を行うことができ

ます。 

　共同体の構成員は、同一の公の施設の指定管理者の募集に申請する他の共同体の構

成員となること、又は単独で同一の公の施設の指定管理者の募集に申請を行うことは

できません。 

 

⑶　 質問事項等の受付 

①　質問・回答方法 

・　質問は、次の質問受付期間内に電子メールにより、提出してください。 

・　質問事項の他に申請団体名（共同体で申請する場合は代表者名）、申請団体の所在

地、電話番号及び担当者の所属、氏名を記載してください。 

・　回答期日に募集要項を配布した方のすべてに対して、提出された質問及び質問へ

の回答を電子メールにて送付します。 

②　質問受付期間 

　　令和７年９月１日（月）から令和７年９月１６日（火）午後５時まで 

③　質問への回答日 

　　随時回答します。 

 

⑷　現地説明会の開催について 

現地説明会は、必要に応じて開催します。 

 

⑸　審査方法及び審査基準 

①　審査方法 

　指定管理者の選定に係る審査については、「射水市観光関連施設指定管理者候補者選

定委員会」において書面審査により行いますが、必要に応じてプレゼンテーションによ

る審査を行います。 

　審査は、１０月中旬に行う予定で、非公開とします。 

②　審査基準 

　審査に当たっては、次の審査基準に基づき採点し、その得点が最も高かった者を指定

管理者候補者として選定することとします。 

　なお、次の審査基準に基づいた得点の合計点が、満点の６割に達していない場合は、

基準に満たなかったと判断し、選定しないこととします。 
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≪審査基準≫ 

③　審査結果 

　審査結果については、審査が終了した時点において、全ての審査対象者に通知しま

す。 

　なお、審査の結果概要については、市のホームページ等で公表することとします。 

 審　査　基　準 審査の視点 判　定

 １　市民の平等な利用の確保 
（条例第 4条第 1号）

　市民の平等な利用が確保される内容になっているか。 平等利用が確保

されない場合は

選定しません

 ２　公の施設の効用の最大限

の発揮 
（条例第 4条第 2号）

【施設設置目的の達成】　 
a 施設の設置目的を認識し、運営方針が明確に示されて

いるか。 
b 施設の維持管理業務及び安全管理は適切な内容となっ

ているか。

６０％　

 【サービスの向上】 
a 利用者ニーズを把握し、質の高いサービスの提供を実

現できる内容となっているか。

 【利用者の増加】 
a 利用促進・拡大の的確な手法が提案されているか。 
b 地域や関係機関等との連携が図られているか。

 【地域活性化の取組】 
a 市内の雇用や市内事業者の活用を図る提案がされてい

るか。 
b 地域資源を活用する提案がされているか。

 ３　管理運営経費の縮減 
（条例第 4条第 2号）

【管理運営に係る収支の内容と的確性】 
a 提示された指定管理料の範囲内において、事業の実施、

施設の管理運営にかかる経費が適正に見込まれており、

健全な運営が確保されているか。 
b 経費の節減のための工夫は、示されているか。 
c 管理経費の積算基準が、明確な積算根拠を基に示され

ているのか。 
d 経費削減のための具体的かつ実現可能な提案を前提と

した提示額となっているか。

２０％　

 ４　公の施設の管理を適正か

つ確実に行うための財産的

基礎及び人的構成 
（条例第 4条第 3 号）

【安定した基礎能力】　 
a 団体の経営状況に問題はないか。 
b 指定管理業務を安定的かつ確実に行うための経理的基

礎を有しているか。

２０％

 【安定した人的管理能力】　 
a 管理を行うための人員配置、責任体制及び管理監督体

制（労働関係法令等の遵守を含む）は適切か。 
b 職員の指導育成及び研修体制は整備されているか。

 【適切な管理体制】 
a 緊急時、災害時等の危機管理体制は適切か。 
b 個人情報の保護について、その重要性を認識し、対策を

講じているか。

 
合　　計 １００％　
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Ⅲ　指定管理者の指定及び協定の締結 

１　指定管理者の指定 

　選定した指定管理者候補者については、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づい

て市議会の議決を経た上で、指定管理者として指定します。 

 

２　協定の締結 

指定管理者による公の施設の管理に係る細目事項については、市と指定管理者との協定を

締結することとします。 

⑴　基本協定 

指定期間を通じて適用する基本的な事項については、次のとおりとします。 

①　指定管理者が行う管理業務の内容 
②　指定管理者が行う管理の基準 
③　指定管理料、修繕費の額に関する事項 

④　利用料金に関する事項 

⑤　事業報告等に関する事項 

⑥　業務状況評価に関する事項 
⑦　市と指定管理者のリスク分担に関する事項 

⑧　自主事業に関する事項 

⑨　経理区分に関する事項 
⑩　指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 
⑪　指定期間満了時等における原状回復義務 
⑫　指定管理者の損害賠償義務 

⑬　不可抗力発生時の対応及び避難所等としての使用に関する事項 
⑭　管理の業務に係る個人情報の保護に関する事項 
⑮　管理の業務に関する情報公開に関する事項 

⑯　事故対応マニュアル等の作成に関する事項 
⑰　指定管理者の名称等の変更の届出 

⑱　権利義務の譲渡及び一括再委託の禁止 
⑲　その他必要と認める事項 

 

⑵　年度協定 

年度ごとに取り決めるべき事項について、年度協定を締結します。 

①　当該年度の管理業務の内容に関する事項 
②　指定管理料の額及び支払方法に関する事項 

③　修繕費の額及び支払方法に関する事項 
④　その他必要と認める事項 
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Ⅳ　その他 

１　スケジュール 

　９月１日　　　　　　　募集開始 

　９月１日～３０日　　　募集要項の配布 

　必要に応じて　　　　　説明会の開催 

　９月１日～１６日　　　質問の受付 

　随時　　　　　　　　　質問の回答 

　９月３０日　　　　　　申請書提出期限 

　１０月中旬　　　　　　指定管理者候補者の選定（選定委員会） 

　１０月下旬～　　　　　指定管理者候補者との協議 

　　　　　　　　　　　　指定管理者候補者と仮協定書の締結 

１２月議会　　　　　　指定管理者指定の議決 

　議会終了後　　　　　　指定管理者の指定及び告示 

　　　　　　　　　　　　指定管理者との基本協定書（本協定書）の締結 

　　　　　　　　　　　　事業計画書の承認 

　令和８年４月１日　　　指定管理者によるセンターの管理開始 

 

２　その他留意事項 

⑴　指定期間終了後又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑な

引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提供していただきます。 

 

⑵　指定管理者の指定に係る申請及び公の施設の管理運営に当たっては、関係法令及び関係

条例等を遵守してください。 

 

⑶　市内雇用者の確保及び市内事業者等の活用について 

　　適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に当たっ

ては、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の調達に当たっ

ては、市内事業者等の活用に努めてください。 

 

３　添付資料 

⑴　射水市観光交流センター管理業務仕様書 

⑵　申請書（様式第１号） 

　　⑶　事業計画書（様式第２号） 

　　⑷　収支計画書（様式第３号の１、様式第３号の２） 

⑸　自主事業に関する提案書（様式第４号） 

⑹　誓約書（様式第５号） 

⑺　（参考）射水市観光交流センター条例 

⑻　（参考）射水市観光交流センター条例施行規則 
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 問い合わせ先 

　射水市産業経済部　観光まちづくり課　観光振興係 

　（事務担当：分家、寺井） 

電話：0766-51-6676 

FAX ：0766-82-7874 

MAIL：kankou＠city.imizu.lg.jp
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別紙 

 

射水市の公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について 

 

　市では、公の施設への指定管理者制度の導入に当たって、公の施設の適正な管理の確保を図る

ため、射水警察署と連携して、次のとおり公の施設の管理の業務から暴力団関係者を排除するこ

ととしています。 

 

第１　排除措置の対象者、該当事項及び内容 

１　市の公の施設に係る指定管理者の指定を受けようとし、又は当該指定を受けた法人その他

の団体（以下「指定管理者等」という。）、指定管理者等の代表者等（株式会社にあっては取

締役、公益法人にあっては理事、その他の団体等にあってはこれらに相当する職にある者及

びこれらの者以外に団体等の経営に事実上参加している者をいう。以下同じ。）又は指定管

理者等の被雇用者（代表者等を除くすべての従業員、構成員及びこれらに相当する者をいう。

以下同じ。）が、次のいずれかに該当すると認められる場合は、市は、その排除のため必要

な措置を講ずるものとする。 

(1) 暴力団関係者である場合 

(2) 暴力団関係者を利用した場合 

(3) いかなる名目をもってするかを問わず、暴力団関係者に対して、金銭、物品その他の財 

産上の利益を与えた場合 

(4) 暴力団関係者との密接な交際関係又は社会的に非難される関係を有している場合 

２　１の「必要な措置」は、次表のとおりとし、同表の該当事項の欄に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ同表の措置内容の欄に記載する措置を講ずるものとする。 

 

 

第２　第１に定める事項の運用基準 

１　「法人等の経営に事実上参加している者」とは、次の者をいう。 

(1) 出資者として事実上経営を支配していると認められる者 

(2) 顧問、相談役等の肩書きを持つ等経営に関与していると認められる者 

(3) その他経営に実質的に関与していると認められる者 

 
該当事項

措置内容

 指定管理候補者選定時 指定管理者指定後

 (1)ア １の(1)に指定管理者等の代

表者等が該当する場合

指定管理候補者として

不選定
指定の取消し

 イ １の(1)に指定管理者等の被

雇用者が該当する場合
必要な指示又は指定

管理候補者として不選定

必要な指示、管理業

務の停止又は指定の

取消し

 (2) １の(2)に該当する場合

 (3) １の(3)に該当する場合

 (4) １の(4)に該当する場合
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２　「暴力団関係者」とは、次のものをいう。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第２条第２

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(3) (1)又は(2)に該当する者が経営を支配していると認められる団体等 

３　「暴力団関係者を利用した場合」とは、次の場合をいう。 

(1) 指定管理者の選定に当たり、暴力団関係者を利用して、自らの団体等が有利となるよう

他の団体等を妨害した場合 

(2) 暴力団関係者を利用して、特定の団体等を再委託者として使用するように強要した場

合 

(3) 暴力団関係者を利用して、取引関係にある団体等に対して債権の放棄又は不当な値引

きを強要した場合 

(4) 暴力団関係者を利用して、取引関係にある団体等に対して債務の履行を強要した場合 

(5) 暴力団関係者に紛争等の解決を依頼した場合 

(6) その他自ら若しくは第三者が不正な利益を得、又は第三者に損害を与える目的を持っ

て暴力団関係者を利用した場合 

４　「金銭、物品その他の財産上の利益を与えた場合」とは、次のような場合をいう。この場

合において、「与えた」とは、自発的に行う場合をいい、脅迫によるものは含めないものと

する。 

(1) 用心棒代、地代、騒音等の迷惑料、地域対策費等いかなる名目であれ、正当な理由がな

い金品を与えた場合 

(2) 暴力団関係者が行う冠婚葬祭等社会的儀礼行為、放免祝い、誕生会、事務所開き等いわ

ゆる「義理事」や諸行事にいかなる名目であれ、資金的援助をした場合又は祝い金等の

金銭や物品を供与し、若しくは建物、駐車場等を供与した場合 

(3) 暴力団関係者に対し、その事業の遂行又はその他の諸活動に必要な建物、物品等又はそ 

の者の住居の用に供する建物を提供し、貸与し、支給する等の便宜を図り、又は支援を 

行った場合 

(4) 暴力団関係者を業務の再委託者又は資材等の納入者として使用した場合 

５　「暴力団関係者との密接な交際関係」とは、次のような交際関係にあることをいう。この

場合において、当該交際関係の認定に当たっては、その頻度、範囲等、当該交際関係にある

ことの正当な理由及び暴力団関係者であることの認識の有無を総合的に勘案するものとす

る。 

(1) 暴力団関係者とゴルフ、麻雀等の交遊をすること。 

(2) 暴力団関係者との旅行に同行すること。 

(3) 暴力団関係者と飲食を共にすること。 

(4) 暴力団関係者の冠婚葬祭等の行事に参列すること又は自ら主催する冠婚葬祭等の行事

に暴力団関係者を招へいすること。 

(5) 暴力団事務所若しくは暴力団関係者宅に出入りすること又は指定管理者等の事務所若
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しくは指定管理者等の代表者等若しくは指定管理者等の被雇用者の自宅に暴力団関係者

が出入りすること。 

(6) 暴力団関係者の利益、便宜若しくは支援を目的とした組織の会員になること又はその

顧問等に名を連ねること。 

 

 

第３　その他留意事項：暴力団関係者から不当要求等があったときの対応 

　１　暴力団関係者による不当な要求又は公の施設の管理の業務等への不当な介入行為があっ

たときは、速やかに、射水警察署へ届けること。 

　２　１の「暴力団関係者による不当な要求又は公の施設の管理の業務等への不当な介入行為」

とは、次の場合をいう。 

ア　「不当な要求」とは、当該要求に応じる合理的な理由がないにもかかわらず、行われる

要求のことをいう。 

イ　「不当な介入行為」とは、指定管理者の意に反して公の施設の管理の業務に介入し、又

は当該管理の業務の実施を妨害すること。 


